




































Why did Prefectures regulate medium scale stores in Kyushu Island ?  















































                                                
1 拙稿「地方自治体による出店規制について－熊本県中規模店条例を手がかりとして－」、『専修ビジネス・
レビュー』VOL.11 No.1、専修大学商学研究所、2016 年 3 月、拙稿「もう一つの中規模店規制－佐賀県に
おける出店規制について－」『専修商学論集』第 104 号、2017 年 1 月 
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な理由からの出店規制を回避しようとする各自治体行政組織の意向の現れであろう。 






  (1) 小売業と労働力吸収 
  小売業が余剰労働力の受け皿になるというのは良く知られており、日本では昭和初期の
小売商問題に典型的に見られ、この傾向は第 2 次世界大戦後にも発生し、前者は第 1 次百

















                                                
2 こうした検討を行っている書籍は多く見られるが、さしあたり以下の 2 点を挙げておきたい。竹林庄太
郎『日本中小商業の構造』有斐閣、1931 年、鈴木安昭『昭和初期の小売商問題－百貨店と中小商店の角逐
－』日本経済新聞社、1980 年 
3 拙稿「小売商増加の一側面－東京市新市域を例として－」『経済と貿易』164 号、1993 年 





業者に占める 4 人以下の事業所での就業者の比率である。4 














                                                
4 事業所統計では 1972 年の調査以降、公務(M)が調査対象となっており、統計データの一貫性確保のため
に、それ以降の調査についても公務抜き(A～L)の総事業所のデータを使用している。また 1972 年に日本に
復帰した沖縄県についても同様の理由から、日本全体のデータから外して計算した。 
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図表 1-1 全事業所就業者数に占める小売業就業者数の比率の推移（全国） 
北海道～北陸 
1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
全国 17.1 15.8 14.5 14 13.3 14.1 13.9 14.4 14.8 14.8 14.5 13.6 
北海道 17.1 15.4 14.6 14.6 13.7 15.1 15.1 15.4 15.6 15.9 16.3 15.3 
東北 22.4 20.6 19.5 18.9 17.2 17.5 16.9 16.7 16.9 16.7 16.2 15.1 
北関東・甲信越 22.1 19.7 17.8 16.4 15.2 15.7 15.2 15.2 15.4 15.1 14.2 13.4 
首都圏 15.9 14.4 12.7 12.1 11.8 12.5 12.3 13 13.3 13.5 13.2 12.2 






























1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991
全国 北海道 東北
北関東・甲信越 首都圏 北陸
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図表 1-2 全事業所就業者数に占める小売業就業者数の比率の推移（全国） 
東海～九州 
1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
全国 17.1 15.8 14.5 14 13.3 14.1 13.9 14.4 14.8 14.8 14.5 13.6 
東海 14.6 13.8 12.6 12 11.5 12.6 12.8 13.2 14.2 13.6 13.3 12.5 
近畿 14.3 13.2 12 11.7 11.5 12.6 12.8 13.6 14.3 14.4 14.3 13.3 
中国 17.5 16 15.1 14.9 13.6 14.6 14.3 14.7 15.4 15.5 15.6 14.7 
四国 19.2 18.3 17.4 16.8 15.4 16.1 15.6 15.5 16.3 16.1 16.2 15.6 






























1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991
全国 東海 近畿 中国 四国 九州
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比べて小売業以外の産業分野での雇用が伸びなかったことを示している。 








図表 2-1 製造業就業者に対する小売業就業者の比率の推移（全国） 
北海道～北陸 
1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
全 国 48.7 46.7 41.8 40.2 40.2 43 43.9 49.1 54.6 57.4 57.3 56.2 
北海道 79.4 85.9 81.4 82.9 78 93.3 94.6 100.7 112.8 127.6 137.5 127.1 
東 北 102 101.7 96.3 91.6 87.1 82.1 75.2 75.9 80.1 78.9 69.5 62.8 
北関東・甲信越 68.4 62 54.2 46.6 44 43.2 41.2 43.5 46.1 46.1 42.3 42.2 
首都圏 42.8 38.3 32.2 31.5 32.6 35.4 37.8 45 49.4 52.6 55.8 56.4 
























1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991
全国 北海道 東北
北関東・甲信越 首都圏 北陸
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図表 2-2 製造業就業者に対する小売業就業者の比率の推移（全国） 
東海～九州 
1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
全 国 48.7 46.7 41.8 40.2 40.2 43 43.9 49.1 54.6 57.4 57.3 56.2 
東 海 31.8 30.4 28 27.3 27.1 29.9 31.6 34.7 39.6 39.7 38.7 38.2 
近 畿 34.4 32.2 28.4 28.4 29.8 33.2 35.9 41.9 48 55.1 53.7 53 
中 国 52.9 49.8 47.9 46.5 44 46.5 44.9 48.3 55.7 59 60.5 59.1 
四 国 58.2 63.2 60.3 58.4 55.7 57.7 57.3 58 66.4 68.3 71.1 70.6 

















地域ごとのグラフは大別して 3 グループに分けられる。 
 一つ目のグループは、最も高い値を示す東北、北海道、九州の 3 地域であり、1950 年代
には 80-100％超を示し、1980 年代には 70-140％近くになっている。これら 3 地域は値が
大きいこともあり、地域ごとのばらつきが大きい。1950-60 年代に 1 位の東北は 78 年と 81
年に少し値が上がるものの基本的に右肩下がりの傾向を強く示している。これに対して、
北海道と九州は、1960 年代末にそれぞれ 1 位、2 位になると、それ以降その地位を維持し
ていく。特に北海道は 1986 年に 140%近い値でピークをつけるなど他地域とかけ離れた値








1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991
全国 東海 近畿 中国 四国 九州
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が際だっている。 
  2 つ目のグループは、中国、北陸、首都圏、近畿、東海であり、多少の順位の入れ替わ
りがあるものの 20 ポイント程度の範囲で 1970 年代前半にかけて若干低下しその後緩やか
に上昇するという傾向をたどっている。 
  3 つ目のグループは、四国と北関東甲信である。四国の変動傾向は基本的に 2 番目のグ
ループに似ており、ただその値が 5-10 ポイント高いというのに過ぎない。北関東甲信の場
合、1950 年代 70%近くありかなり高い値を示すものの、1960 年以降は 2 つ目のグループの
値の範囲内にあり、1970 年代後半の上昇期にもあまり上昇しなかったことから 1978 年以
降は東海に次いで 2 番目に低い値を維持することになる。 
 
  (4) 地域別に見た小売事業所零細性の推移 
 小売業就業者に占める 4 人以下の事業所で就業している人の比率が示しているのは、各
地域における小売業の零細性を示す数値であり、この値が高いほど零細な家族経営的な小
売業者が多いことを示している。 
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図表 3-1 小売事業所零細性の推移（全国） 
北海道～北陸 
1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
全 国 70.6 68.7 63.8 58.8 55.3 50 48.7 46.7 44.8 42.5 38.8 33.8 
北海道 67.6 59.8 52.1 47.4 43.3 38.1 37.2 36 35 32.8 30.7 27 
東 北 76.3 73.2 67.5 63.4 57.2 53.2 49.9 48.3 45.5 44.3 41.5 37.5 
北関東・甲信越 70.9 74 69 63.6 61.3 55 56.6 51.2 48.3 46.1 42.8 36.3 
首都圏 58.2 57 53 48.2 46.2 43 43.1 41.5 40.3 37.6 33.1 27.6 



































1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991
全国 北海道 東北
北関東・甲信越 首都圏 北陸
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図表 3-2 小売事業所零細性の推移（全国） 
東海～九州 
1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
全 国 70.6 68.7 63.8 58.8 55.3 50 48.7 46.7 44.8 42.5 38.8 33.8 
東 海 75.9 74.1 68.7 64 59.8 52.6 49.5 48.4 44.7 44 40 34.3 
近 畿 73.7 71.8 66.3 61.5 58.3 52.2 50.4 48.5 46.8 44.4 39.6 34.5 
中 国 75.1 73.8 67.8 60.9 56.9 50.2 47.1 46.1 44.9 43.7 40.2 36.4 
四 国 78.6 78.2 73 68.4 63.5 58.2 55.3 53.9 50.7 49 46.4 41.7 
















  (5) 全国的に見た場合の九州小売業の位置づけ 
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全国 東海 近畿 中国 四国 九州
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たし続けていたのである。 
  その小売業の内実であるが、1950 年代の九州はむしろ零細性の低い地域であったが、
徐々に値を上げており 1972 年には四国、北陸、近畿、東北に次ぐ 5 位となり、1986 年に










 (1) 九州の産業構造について 
  九州の産業構造を考える際、いくつかの特徴を踏まえておく必要がある。 
  ①福岡県の比重の大きさ。 
 1970 年における県内総生産額で見ると、九州 7 県で 6 兆 952 億円なのに対し、福岡県は
2 兆 5542 億円であり 41.9%を占めている。ちなみに残り 6 県では、佐賀県 3922 億円(6.4%)、
長崎県 6729 億円(11.0%)、熊本県 7439 億円(12.2%)、大分県 6100 億円(10.0%)、宮崎県 4717









                                                
5 内閣府ウェブサイト 2017 年 12 月 5 日アクセス 
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/contents/main_68sna_s30.html 









 (2) 全事業所就業者数に占める小売就業者数の比率の推移 
全国レベルで見た場合、公務関連を除く全事業所の就業者に占める小売業就業者の比率







  九州 7 県での動きを見たときに特徴的なのは、1950 年代(1954 年、1957 年)の福岡県を除
けば、いずれの県も全国平均よりかなり高い値を示し続けていることである。そして福岡
県を除くその他の県は徐々に数値を下げて全国の値に近づいてきており、九州全体として








 福岡県を除く 6 県は似通った動きを示すとはいえ、1970 年代までは大きく 2 つに分かれ
ていた。１つは佐賀県と長崎県であり、もう 1 つは、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県
－ 15 － 
の 4 県である。 
 佐賀県・長崎県は、18-17%の比較的安定した数値を 1980 年代に至るまで示している。佐
賀県の場合、炭鉱業や窯業、長崎県では炭鉱業や造船業が盛んであったことにより、比較
的小売業に依存する程度が低かったものと思われる。 
  後者の熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県の 4 県になると、農林水産業に依存する程度
が高く、その結果余剰労働力が小売分野に流入していたのであろう。 




1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
福 岡 14.8 14.4 14.6 14.7 14 15.5 14.8 15 16.2 16.7 16.3 15.5 
佐 賀 18.6 18.9 18.7 18.2 17 17.5 17.6 17 17.6 17.4 17.5 15.9 
長 崎 18.5 18.4 18.2 17.8 17.2 17.5 17 17.1 18 17.9 17.9 16.8 
熊 本 23.5 22.4 22.8 21 18.9 20.1 18.5 18.3 18.2 18 16.9 16.3 
大 分 22 21.6 20.3 19.8 18.6 19.4 18.1 18 18.5 18.3 18.1 17.3 
宮 崎 21.1 21.9 20.5 20.8 18.6 20.2 19 19.2 18.4 19 18.2 16.5 












1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991
福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島
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割を果たしていた。その際、九州の中でも県によって、小売業の位置づけは異なっており、
福岡県をはじめとする北部 3 県は比較的その役割は低く、鹿児島県、熊本県、宮崎県、大
分県の 4 県では順位には多少の変動があっても相対的に高い比率を保ち続けている。 
  (3) 製造事業所就業者数に対する小売事業所就業者数の比率の推移 






1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
福 岡 56.5 58.6 64 55.7 56.3 64.3 65.2 66.1 84.3 92.3 95.7 95.1 
佐 賀 97.3 101 98.9 87.1 75.1 71.1 68.7 64.2 73.2 77.5 77.1 69.6 
長 崎 85.7 91.1 92.3 92.9 90.1 90.7 81.1 81.8 98.6 107.7 112 102.8 
熊 本 100.5 109 123.9 113.3 108.9 116 101.1 97 99.7 102.8 90.3 86.9 
大 分 91.3 100.9 107.3 109.9 106.9 107.3 99.6 97.8 104.8 107.5 103.5 95.1 
宮 崎 78.2 88.1 90.2 101.1 97.5 107.6 100.3 108 103.5 108.3 99.8 86.6 
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福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島
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年は 50%台後半から 60%台前半で 7 県中最も低く、製造業での雇用の比重が高かったことが
わかる。それがその後徐々に値を上げ、1991 年には 95.1%で宮崎県と同率の 3 位になって
いる。一方の佐賀県は、1954 年には 97.3%で 3 位となっていたが、1960 年代に急速に値を
下げ、1975 年には福岡県を抜いて最も低い 64.2%となり、その後少し上昇するものの 70%
台にとどまっている。 
 福岡県と佐賀県を除いた 5 県の値の変化は、全体として 1960 年代に一つの山をつくり、
1975 年頃に一旦低下の後、1980 年代に再び山をつくる傾向となっている。 
  12 回の調査年中 8 回 100%を超えているのは鹿児島県、熊本県と大分県の 3 県である。 
鹿児島県は全体として低下傾向を示しながらも、100%以上つまり製造業就業者数より小売
業就業者数が上回った状態が続いており、100%未満となるのは、1972 年、1975 年、1986
年と 1991 年の 4 回に限られしかもその場合でも 97%以上であり、小売業に依存する度合い
が高かった。熊本県は、1972 年までの各年と 1981 年に 100%を超えており、特に 1960-1972
年は 1 位となっている。その期間中の 1960 年に記録している 123.9%は今回の九州各県の
値としては最高となっており、小売業への依存度の高さを示している。大分県も熊本県に
似た傾向を示している。 
  宮崎県は 6 回 100%を超えているが、こうした高い値を示すのは 1963-1981 年の期間にま
とまっている。 





 (4) 小売事業所零細性の推移 
  最後に、小売業就業者に占める 4 人以下の零細事業所での就労者の比率を検討してみよ
う。 




  零細性をもっとも強く示しているのは、1954 年と 1957 年は佐賀県、1960 年に一旦鹿児
－ 18 － 
島県になり、1963 年に再び佐賀県、その後 1966-1986 年は鹿児島県、1991 年になると長崎
県が 1 位となる。ちなみに 2 位についても見てみると、1957-1978 年は鹿児島県と佐賀県











1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1986 1991 
福 岡 66.7 62.5 55.9 52.2 49 45.3 44.7 43.7 42 39 37.5 32.9 
佐 賀 77.3 75.9 69.6 66.4 61.5 55.7 54.2 53.2 50.1 47 43.4 39.9 
長 崎 68.9 69.4 64.3 60.1 56.7 53.6 52.3 51.2 48.8 47.9 45.2 41.9 
熊 本 70.8 70.5 65.4 62.5 58.1 52.4 51.9 49 46.7 44 44.3 37.4 
大 分 71.3 70.3 66.9 61.4 55.6 50.9 49.9 47.9 45.4 44.1 42.3 37.6 
宮 崎 76.5 71.3 67 59.8 56.1 50.8 48.7 48.4 47.7 44.4 43.2 39.1 
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福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島
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５．出店規制形成過程からの考察 
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